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2024 年３⽉期 第１四半期決算発表 
2023 年８⽉３⽇ 

よくある質問と回答（FAQ） 

※サブセグメント別の営業活動に係る利益および親会社所有者帰属四半期利益は別紙に添付。 

 2024 年３⽉期⾒通しについて 
Ｑ. 第１四半期は前期⽐で14％の減益でしたが、通期⾒通しは期初⾒通し据え置きの235億円（27%）の増益⾒通しとしていま

す。通期⾒通しについてはどのように考えていますか。 
Ａ. 前期の第１四半期は市況⾼騰や円安などの影響を受けた先物評価益や為替評価益の先⾏などの利益が含まれていたこともあり、利

益⽔準としてはかなり⾼めだったため前年同期⽐較では減益となっていますが、当第1四半期の通期⾒通しに対する進捗率は23％と
堅調なスタートを切っており、通期⾒通しの達成は⼗分可能と考えております。 

Ｑ. 前期好調だった鋼管事業およびエネルギー事業の今後の事業⾒通しについてはどのように考えていますか。 
Ａ. 鋼管・エネルギー関連製品の⾜元の需要は引き続き堅調に推移している⼀⽅、エネルギー価格が⾼騰した前期⽐では⼀定の反動減

を⾒込んでいます。 

Ｑ. モバイル事業の今後の事業⾒通しについてはどのように考えていますか。 
Ａ. 不採算店舗の閉鎖による収益改善に加え、⼆次代理店の直営化や販売網の拡⼤による効果が今後⾒込まれることにより、前期⽐で

は増益を⾒込んでいます。 

Ｑ. ICTソリューション事業の⾒通しについて教えてください。 
Ａ. セキュリティ対策やDX需要の⾼まりを背景に事業環境は引き続き堅調に推移する⾒通しです。 

Ｑ. 公開買付け後の兼松エレクトロニクスおよび兼松サステックとのシナジー発揮の状況を教えてください。 
Ａ. 兼松のグローバルネットワークを活⽤した、特にアジアを中⼼とした海外事業の拡⼤、事業投資やM&A、⼈材育成・交流などを検討・

推進中です。特に⼈材育成・交流においては、デジタル⼈材育成のための取組みを始めております。また、DX推進委員会においては兼
松エレクトロニクスと共同、GX推進委員会においては兼松サステックやその他グループ会社との共同の推進体制で活動を⾏っております。 

Ｑ. 円安が続いておりますが、為替の前提や、為替変動が業績に与える影響を教えてください。 
Ａ. 当社の外貨建て取引は、⾷料セグメントを中⼼とした輸⼊ポーションが多く、⼤半は為替予約でヘッジして円価格で販売しているため、

損益に与える影響はおおむねニュートラルとなっています。なお、B/Sへの影響としては、⾃⼰資本のうち為替の換算差額が１円の変動
で約１〜２億円ほどの影響が⽣じることになります。⾒通しについては１⽶ドル135円で⾒込んでおります。 

Ｑ. 公開買付けに伴い有利⼦負債が増加しましたが、今後の財務⽅針について教えてください。 
Ａ.当四半期のネットDERは1.11倍となりましたが、当期と次期中期経営計画の合計４年間でネットDERを1.0倍程度にコントロールす

ることを⽬標に、財務規律を意識しながら投資も継続していく考えです。 

 投資について 
Ｑ. 第１四半期の投資の進捗について教えてください。 
Ａ. 2024年３⽉期第１四半期は、特筆すべき事業投資やM&Aはございません。社内検討中の投資案件は複数あり、今後も戦略的に

投資を実⾏していく⽅針です。 

Ｑ.7⽉6⽇にプレスリリースを出した「Samsara Eco社への出資」について教えてください。 
Ａ. Samsara Eco社は、短時間でプラスチック（ポリマー）を分解し、さらにそのプラスチックの構成要素（モノマー）に分解できる独⾃の

酵素リサイクル技術を持つオーストラリアのスタートアップです。先進技術を軸に、同社のようなスタートアップ企業や⻑期的な成⻑を描く
ビジネスモデルへの投資を通じて、次世代のコアビジネスを創出して参ります。 
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Ｑ.7⽉24⽇にプレスリリースを出した「ジェイエムテクノロジーの株式取得」について教えてください。 
Ａ. ジェイエムテクノロジー株式会社は、半導体製造装置のエンジニアリングサービスを中⼼に、半導体メーカー向けに様々なソリューションを

提供する福岡の企業です。⽇本国内への半導体製造回帰の流れが強まるなかでの半導体装置ビジネスにおけるエンジニアリングサービ
ス事業、ソリューション事業の強化を⽬的に、今般の株式取得に⾄りました。 

 株主還元について 
Ｑ. 年間配当額の上限あるいは下限についての考え⽅はありますか。 
Ａ. 現⾏の中期経営計画では総還元性向⽬標を30〜35％として定めており、配当額としての定めはありませんが、継続的かつ安定的な

配当を実施するという基本⽅針の下、今後も当期利益伸⻑により年間配当額を増⼤させていく考えです。なお、2020年３⽉期、
2021年３⽉期と、新型コロナウイルスによる減益傾向の中でも配当額は維持して参りました。 

Ｑ. ⾃社株買いの⽅針を教えてください。 
Ａ. 財務バランスの状況を考慮し、当⾯は⾃社株買いではなく、配当で株主の皆様に還元していく予定です。 

 GX・脱炭素社会の実現について 
Ｑ. GX・脱炭素社会の実現に向けた兼松の取組みや考え⽅などを教えてください。 
Ａ.当社は 2021 年６⽉に TCFD（気候関連財務情報開⽰タスクフォース）の提⾔に賛同を表明しました。2022 年６⽉には、GX 推

進担当役員のもと GX 推進委員会を新設し、脱炭素に向けた再⽣可能エネルギー、排出権取引、森林保全等の環境ビジネスなどの
取組みを⾏っています。当社グループは、資源ビジネスや⽯炭⽕⼒発電など環境負荷の⼤きい事業を⾏っていないため、事業活動にお
ける CO₂排出量は低い⽔準にあります。当社グループの CO₂排出量の算定結果や⻑期的なカーボンニュートラル／カーボンネガティブ
に向けた⽬標などについては、公式ウェブページにて情報開⽰を⾏っております。 
 直近のGX推進の取組み事例 
- オーストラリアの環境技術スタートアップ、Samsara Eco 社へ出資。独⾃の酵素リサイクル技術によりプラスチックをモノマー化する

技術を持ち、何度もリサイクルが可能で、CO₂排出を抑制。（2023年7⽉） 
- 株式会社カーボンフライとエフ・シー・シー株式会社と共同で、カーボンリサイクル事業の構築に向け検討を開始（2023年6⽉） 
- 兼松ペトロ、令和5年度環境省が公募する⼯場・事業場における先導的な脱炭素化取組推進事業（SHIFT事業）の「⽀援

機関」に採択（2023年3⽉） 
- ⽯灰⽯を主原料とする「LIMEX Sheet」を利⽤した 環境配慮型ラベル「LIMEX Aqua Jet Label」を開発、販売開始

（2022年7⽉） 

 DX 推進について 
Ｑ. 「future135」では「グループを挙げたDX推進」を掲げていますが、その進捗を教えてください。 
Ａ. 当社グループは、DX推進を⽬的に、2021年７⽉にDX推進委員会を設置しました。DX推進委員会では、兼松と兼松エレクトロニク

スの執⾏役員を委員とし、ビジネス毎のDX検討やグループ共通IT環境の整備などを推進中です。 
 直近のDX推進の取組み事例 
- 兼松エレクトロニクスとの⼈材交流や共同プロジェクトの実施 
- 社員へのDX研修やITパスポート取得促進 
- オートミールに特化したオンライン情報発信プラットフォーム「Oatmeal BUSINESS」の開始（2022年12⽉） 
- ビーフ業界に特化したデジタルメディア「Beef CREATOR」への参画（2022年12⽉） 
- タブレットPOSレジ「KG ユビレジ」の販売（2022年12⽉） 
- 順番管理サービス「KG matoca」の販売（2022年11⽉） 
- 注⽂受付業務を効率化するモバイルオーダーシステム「FewTap」の販売（2022年6⽉） 

以上 
（⾒通しに関する注意事項） 
本資料（別紙含む）に記載されている業績⾒通しなどの将来に関する記述は、当社が現在⼊⼿している情報および合理的であると判断する⼀定の前提に基づいており、そ
の達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績などは、様々な要因により⼤きく異なる可能性があります。また、これらの情報は、今後予告なしに
変更されることがありますので、本情報や資料の利⽤については、他の⽅法により⼊⼿された情報とも照合確認し、利⽤者の判断によって⾏ってくださいますようお願い致しま
す。本資料利⽤の結果⽣じたいかなる損害についても、当社は⼀切責任を負いません。なお、表⽰の数値は、億円未満を四捨五⼊しておりますので、個別数値と合計数
値・増減額が⼀致しない場合があります。 
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別紙 
 サブセグメント情報 営業活動に係る利益および親会社所有者帰属四半期利益 

 
• 主な増減要因 
- ICT ソリューション 

セキュリティ対策やDX需要の⾼まりを背景としたネットワークおよびセキュリティ関連の案件が堅調に推移。四半期利益は、兼松エレ
クトロニクスの100%株式取得による影響もあり増益。 

- モバイル 
販売台数の減少や店舗再編などにかかるコスト先⾏により、前年同期⽐で減益。 

- 電⼦機器・電⼦材料（電⼦・デバイス） 
スマートフォンやパネル・ディスプレイ向けの部材・電⼦材料の需要停滞により、前年同期⽐で減益。 

- 畜産 
海外の相場⾼や円安などの影響を受け、好調に推移した前年同期⽐で減益。 

- ⾷糧 
主要穀物相場が軟調に推移し、好調に推移した前年同期⽐で減益。 

- ⼯作機械・産業機械 
半導体不⾜による⼯作機械の納期遅れなどの影響により、前年同期⽐で減益。 

- 鋼管事業 
堅調なエネルギー需要から北⽶における取引が好調に推移。 

- 航空宇宙 
航空機関連部品の販売が伸⻑し、前年同期⽐で増益。 

- ⾞両・⾞載部品 
市況改善などにより、前年同期⽐で増益。 

営業活動に係る利益 親会社所有者帰属四半期利益
23/3⽉期
1Q実績

24/3⽉期
1Q実績

前年
同期⽐

23/3⽉期
1Q実績

24/3⽉期
1Q実績

前年
同期⽐

24/3⽉期
通期⾒通し

ICTソリューション 13 13 +1 5 8 +3 93
モバイル 7 5 △2 4 3 △2 32
その他 12 10 △2 8 5 △3 16

31 28 △3 17 16 △1 141
⾷品 4 5 +0 4 3 △0 3
畜産 15 13 △3 12 7 △5 6
⾷糧 12 14 +2 11 7 △3 17
その他 0 △0 △0 0 △0 △0 0

32 31 △1 26 17 △9 26
⼯作機械・産業機械 3 2 △1 3 1 △2 15
海外 9 16 +8 4 6 +2 12
その他（エネルギー・化学品事業など） 11 8 △2 6 4 △2 22

23 26 +4 13 12 △2 49
航空宇宙 5 6 +2 3 4 +1 5
⾞両・⾞載部品 1 2 +0 1 3 +1 7
その他 0 0 +0 0 0 △0 0

6 8 +2 5 7 +2 12
3 2 △1 3 2 △0 7

95 96 +1 63 54 △9 235合   計

(単位︓億円)

電⼦・デバイス

⾷料

鉄鋼・素材・プラント

⾞両・航空
その他、消去


